
　
Ⅲ  利用上の注意

1 日本標準産業分類の改定（平成19年11月）にともない、平成21年２月調査から新産業分類に基づき表
章している。さらに平成21年２月調査から「医療，福祉」を追加しているため、平成20年11月調査以前との
比較は注意を要する。

2 この調査で「サービス業」とは、「サービス業（他に分類されないもの）」を指している。

3 この調査では、労働者の職種について、日本標準職業分類を参考とした独自の分類のほか、職務や技
能の習熟度による分類を使用している。
   日本標準職業分類の設定(平成21年12月)にともない、平成23年２月調査から職種の見直しを行った。

① 「輸送・機械運転」を新設し、「運輸・通信」は廃止した。

② 「事務」、｢技能工｣、｢単純工｣については、内容の変更を行ったため、旧分類と接続しない。

なお、旧分類と新分類に共通する職種があるため、付属統計表３－２には注意書きを付し、

平成22年11月以前の数値を記載した。

4 　 表11～表14は、該当集計項目に回答していない事業所も含む回答事業所すべてについて集計した結果
であり、その他の表やグラフは、該当集計項目に回答していない事業所を除いて集計したものである。

5 判断Ｄ.Ｉ. (Ⅱ 主な用語の説明 ３参照) の季節調整は、センサス局法Ｘ-１２-ＡＲＩＭＡのなかのＸ-１１デフ
ォルトによる。

6 統計表中の「０」は単位未満の割合を示し、「－」は調査客体がないものを示す。

7 この調査では、それぞれの回答をした事業所の割合を集計して表章しているが、労働者が多い事業所ほ
ど調査対象として選ばれやすくなっている（確率比例抽出）ため、実質的に、事業所の割合というよりもこうし
た回答をした事業所で働く労働者の割合に近い。

8 用語の「正社員等」及び「臨時」の変更により平成20年２月調査から集計対象が一部異なっているため、
第３図、第５図の平成19年11月調査以前との比較は注意を要する。

9 調査の結果は、厚生労働省のホームページに掲載されている。
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